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 事業目的 （大学等の「復興知」を活用した福島イノベーション・コースト構想促進事業、令和元年度） 

本事業の主な趣旨は、東日本国際大学福島復興創世研究所をコーディネーターとして、福島県のいわき市・双葉地方８町村、いわき商工会議

所、双葉郡の商工会（産業界）が産学官一体となって米国ハンフォードの主な機関（TRIDEC、ワシントン州立大学、コロンビアベイスン短期大

学、パシフィックノースウェスト国立研究所等）と緊密な関係を築き、福島浜通りがハンフォードをモデルとして、廃炉の進展、産業の振興等を

より一層促進させ、福島浜通りの復興に寄与することである。 

ハンフォード・サイト周辺のステークホルダー 

 

福島浜通りへの適応 

・原発事故とは成り立ちは異なるが、浜通り地区の今後数１０年の復興・再生を考えたとき、放射能汚染地区から米国でも 

 有数の繁栄都市（全米で６番目の人口増加率。2013年）となったハンフォードに学ぶべきものは多い。 

・いわき市という都市と双葉郡８町村という小さな町村が一緒になってまちづくりを進めていく上で、 

 最も重要なことは 「透明性」と「信頼性」の確立。 

・今後の多くの検証が必要となってくることになる。 

今後のスケジュール 

▽今回のハンフォード訪問について、いわき市・双葉郡８町村の各首長に説明。 

▽マーク・トリプレット氏の来日（１１月５～８日 予定） 

・PNNLシニアアドバイザーであるマーク氏。今回のハンフォード訪問における全体的なコーディネーターであり、 

 これまで日本からの全視察団の案内役を務めている。 

・マーク氏の来日期間中、いわき市・双葉郡８町村（双葉地方町村会）の首長表敬訪問、関係機関・団体訪問との意見交換、 

 セミナーの開催を予定している。 

▽国際シンポジウムの開催。（２０２０年１月予定） 

・ハンフォード関係者の基調講演。地元関係者を含めたパネルディスカッションを行う。 

 

国立パシフィックノースウエスト研究所（PNNL） 

▽科学・技術研究開発の基幹研究所。 

▽経済発展と併せ、地域の教育、文化水準の向上に寄与。 
・産業育成と地域定着を目的とする企業支援策を展開する。約150社の企業と連携。 
・民間に新技術を移行し、大学と他の研究所、企業等と連携し、共同開発も行う。 

▽4,414人の研究員、9億6,000万ドルの予算、1,124本の論文、99の特許取得 

▽もともとはBattelle社によって設立された民間の研究所 
            （パシフィックノースウエスト研究所、PNL） 
・地域との連携が進む中で1995年に国立研究所となった。 
・PNNLの運営は主に米国エネルギー省とBattelle社で行う。 

▽ハンフォード・サイトにおける核廃棄物の処理について 
・直接携わるのではなく、エネルギー省を専門的な知見でサポートするのが役割 
・廃棄物管理 ・環境回復 ・土壌汚染 

▽STEM教育 
・STEM…Science Technology Engineering Mathematics 
 （科学、技術、工学、数学） 
・将来の研究者を育成することを目的とした教育戦略プログラム 
・国で十分な数の研究者を輩出できていないことを懸念しての開発 
・ヒスパニックや女性など、業界でのマイノリティに対して教育促進 
・若い年代からの興味を惹きつけ、将来の雇用に繋げていく。 

ワシントン州立大学トライシティーズ校（WSU） 

▽地元に密着した研究と教育の高等学術機関。1989年設立。 
・学生数1,800人。4割以上がマイノリティ、5割以上が女子学生。 

▽地元中小企業の育成。特に廃炉、除染作業への参加、長期人材育成、新種の農業（ワイン産
業等）の発展に寄与している。 

▽教養教育とともにSTEM教育(前述)に力を入れている。 

▽地域住民に対する教育、研究活動、とりわけPNNLとの共同研究が活発である。 

▽コロンビア川の保護に関する共同研究が活発である。 

▽卒業生が直接ハンフォード・サイトの事業会社に就職する道を開発。 

▽ハンフォードの歴史教育を実施。 

▽大学附属ワイン科学センター(WSU Wine Science Center) 
・ワイン製造の科学的なメカニズムや、ブドウ園の栽培方法等を学習。 
・学生がワインの製造過程を直に学習できる設備を提供。 
・建設コストは約2,300万ドル、建物延床面積は約12,000m2。 

コロンビアベイスン短期大学（CBC） 

▽地元密着型の職業訓練校。公立のコミュニティカレッジとして1955年に設立。 
・11,368人の学生（ヒスパニック系の学生が多い） 
・2年制と4年制があり、1年制の課程もある。 
・応用科学、農業・健康応用管理、サイバーセキュリティ、歯科衛生、情報科学、 
 プロジェクト管理、教員教育、看護、核エネルギー、核科学・技術、溶接、 
 自動車など、多様なコースを保有。 

▽地元企業から多額の寄付があり、それらの寄付をもとにキャンパス内を整備。 
・卒業後は地元企業に就職する学生がほとんどであり、Win-Winの関係。 

 連携調整 

 

ハンフォードコミュニティーズ（Hanford Communities） 

▽7つの自治体で構成された組織（1994年～） 
 ①リッチランド市 ②ケネウィック市 ③パスコ市 ④西リッチランド市 
 ⑤ポート・オブ・ベントン ⑥ベントン郡 ⑦フランクリン郡 

▽各自治体の代表により年4回以上の会合を開催。 

▽目的 
・米国エネルギー省の決定に関する地域自治体間の調整 
・ハンフォード・サイトのクリーンナップ事業に関する一般大衆の関心を高める 
・ハンフォード地域の状況及び施策に対してモニターし評価。 
・レポートや発見について評価し、ポジションペーパーを作成。レター等を用意。 
・米国エネルギー省、ワシントン州環境庁等と、ハンフォード地域の環境汚染、環境回 
 復、廃棄物処理、危機管理、労働力、ハンフォード・サイトの土地移譲等について、 
 連絡調整を行う。 

▽具体的活動 
 ▼ハンフォードに関する政策の説明 
 ▼地域住民への教育とプログラムの提供  ▼環境モニタリング 
 ▼議長事務局の役割  ▼地域支援活動 
 ▼ニュースレターの発行やビデオの放映 
 

ハンフォード・アドバイザリー会議 (Hanford Advisory Board, HAB） 

▽連邦政府のアドバイザリー委員会法に基づいて設置。 

▽ハンフォード・サイトで実施されているクリーンナップ事業に関する技術的・専門的な側面 
 について、地域住民等に対しわかりやすく解説する。 

▽三者間同意(Tri-Party Agreement)の各機関に対して、作業計画の優先度を提言。 

▽すべての会議は、地域住民に対して公開。HPによる情報公開。 
・全体の会議は、年5回開催。分科会は、それよりも頻繁に開催。 

▽委員の活動はすべてボランティア。報酬は支払われない。 

▽ 委員構成（計32人の枠） 

 ▼地方自治体の代表者：7人  ▼Tri-Citiesエリアの代表者：1人 
 ▼ハンフォード・サイトの作業員関係者：5人  ▼地方・環境等関係者：6人 
 ▼地方健康機関関係者：1人  ▼オレゴン州関係者：2人 
 ▼ハンフォード・サイトのクリーンナップ事業に影響を受ける種族関係者：3人 等 

トライデック (TRIDEC, Tri-City Development Council） 

▽ 概要 
・設立者：サム・ボルペンテスト氏（地方紙の発刊者で地域コミュニティのリーダー） 
・1963年、民間非営利団体として、将来の地域経済発展のために設立。 
・1994年に米国エネルギー省との間で協定を締結。 
 地域の声を代表し地域を再構築する機関として認識された。 
・現在、スタッフ数は7人。年間予算は約100万ドル。メンバー数は300人。 

▽目的 
・各機関・団体（４つの市、２つの郡、３つの経済特区）の触媒的、コーディネーター 
 的役割を担う。 
・国からの補助を維持し、地域経済を活性化・多様化させる。 

▽会長、副会長は上院議員にいつでも様々なことを要求できる信頼関係を築いている。 

▽優先事項 
・クリーンナップ事業の安全性の確保  ・リスク低減 
・マンハッタン計画に関する国立歴史公園  ・地域産業発展のための機会提供 

▽ TRIDEC 運営委員会 (TRIDEC Board、39人の委員) 
・構成員：3つの市のマネジャー、1つの市の市長、3つのポート（経済特区）の局長、 
     3つの市の評議員、2つの郡の局長、米国エネルギー省等のマネジャー、 
     ハンフォードサイトの主要工事業者の社長、主要な雇用者、 
     産業界のリーダー、高等教育機関や健康部局の担当者 等 

リッチランド市（Richland city） 

▽ベントン郡内に位置。 

・ハンフォードサイトからの距離が最も近い。 

▽研究機関・企業 

・PNNLメインキャンパス ・クリーンナップ関係企業 など 

ハンフォード・サイトの歴史 

・ハンフォード・サイト…アメリカ・ワシントン州の南東に位置し、第二次世界大戦中マンハッタン計画のもとで40年以上原子爆弾のためのプル

トニウムを精製。現在は稼働していないが、米国で最大級の核廃棄物問題を抱えており、環境回復作業（クリーンナップ）が続けられている。こ

こで作られた原料からプルトニウム型原子爆弾がロスアラモス研究所で製造され、ニューメキシコ州、アラモゴード爆撃試験場での核実験(ト

リニティ実験)に使われた。その後長崎で実戦使用された(1945年、長崎への原子爆弾投下)。近年のクリーンナップ作業は、コロンビア川周

辺、中央台地、タンク処理を中心に実施。 

・三者合意(Tri-Party Agreement 1989年5月締結) 

ハンフォード・サイトのクリーンナップ事業について、米国エネルギー省(US DOE)、米国環境庁(US EPA)、ワシントン州環境部(WS DOE)

の三者による、法的拘束力を持ち、実行計画、住民参加を含んだ合意。これに基づき、米国政府の予算によるハンフォード・サイトのクリーン

ナップ事業が開始。河川地帯のクリーンナップに今後5～10年、中央台地を含む全体のクリーンナップに今後50～60年かかる見込みで、そ

のコストは、3230億ドル～6770億ドルと想定されている。また、2019年度のクリーンナップに要するエネルギー省予算は、24億ドルを超

える。クリーンナップの終了までには、様々な技術革新が必要とされている。 

・東京電力福島第一原子力発電所の事故と異なり、ハンフォード・サイトからの放射性物質の放出は、日常の作業によるものであり、1986年

までは公にされていなかった。主に1944年～1972年、大量の放射性物質が空気中、コロンビア川、土壌・地下水等に放出され、汚染の影響

を及ぼした。 

ケネウィック市（Kennewick city） 

▽ベントン郡内に位置。 

・トライシティズの中で最も人口が多い。 

パスコ市（Pasco city） 

▽フランクリン郡内に位置。 
・リッチランド市、ケネウィック市と比較し、主要産業・経済基盤は農業。 

 

ポート・オブ・ベントン（Port of Benton） 

▽ポート(Port) 
・日本にはない自治組織の概念。 
・カウンティ(County)が一般的な行政を取り扱う地方自治組織に対して、 
 ポートは特別な目的を持つ地方自治組織のこと。 

▽概要 
・三人の理事が統括する組織形態。1958年設立。 
・インフラの整備や先進的なモデル交通システムの整備等によって、地域の 
 経済発展、貿易、ツーリズムを促進することが目的。 
・これまで特に、農業、ワイン、チョコレート、ビール等の生産に貢献。 

▽研究開発の支援 
・ハンフォード・サイトで使用するロボットや核廃棄処理の専門業者である 
 キュリオン社(現在のVEOLIA社)とも連携。 
・ハンフォード・サイト地区の一部を割愛して構成する研究開発地区の計画 
 も進めている。 
 

ハンフォード・サイトの位置 

教育研究機関 

調整機関 

地方自治体 

経済特別区 

西リッチランド市 

（West Richland city） 

 

ベントン郡（Benton County） フランクリン郡（Franklin County） 

アメリカ合衆国 

ワシントン州 


